
令和 2 年 3 月

令和 元 年度 令和 10 年度

１．事業概要

（１）

① 施　設

② 使　用　料

1,620 円 1,926 円

1,620 円 1,725 円

1,620 円 1,787 円

事 業 名 ： 公共下水道事業

別添２－２

長泉町下水道事業経営戦略

団 体 名 ： 静岡県長泉町

策 定 日 ：

計 画 期 間 ： ～

事業の現況

供 用 開 始 年 度
（ 供 用 開 始 後 年 数 ）

平成6年度（24年）
法適（全部適用・一部適用）

非 適 の 区 分

一般家庭用使用料体系の
概 要 ・ 考 え 方

*2　条例上の使用料とは、一般家庭における２０㎥あたりの使用料をいう。
*3　実質的な使用料とは、料金収入の合計を有収水量の合計で除した値に２０㎥を乗じたもの（家庭用のみでなく業務用を含む）をいう。

基本使用料　10㎥まで：700円
超過使用料　10㎥を越え20㎥まで：1㎥につき80円、20㎥を越え30㎥まで：1㎥につき90円、30㎥を越え100
㎥まで：1㎥につき100円、100㎥を越えるもの：1㎥につき110円　（税抜き）

法適（全部適用）

処 理 区 域 内 人 口 密 度 69.5人/ha
流 域 下 水 道 等 へ の

接 続 の 有 無
有

処 理 区 数
1処理区（平成27年度に策定した長泉町公共下水道全体計画において、効率的な整備のため下水道区域を903haから741.3ha
へ縮小した。）

処 理 場 数 －

広域化・共同化・最適化
実施状況

広域化（平成6年度の供用開始当初より、静岡県の狩野川流域下水道（西部処理区）の関連公共下水道として広域化。）

*1　「広域化」とは、一部事務組合による事業実施等の他の自治体との事業統合、流域下水道への接続を指す。
　　 「共同化」とは、複数の自治体で共同して使用する施設の建設（定住自立圏構想や連携中枢都市圏に基づくものを含む）、広域化・共同化を推進するための計画に基づき実
施する施設の整備（総務副大臣通知）、事務の一部を共同して管理・執行する場合（料金徴収等の事務の一部を一部事務組合によって実施する場合等）を指す。
　　 「最適化」とは、①他の事業との統廃合、②公共下水・集排、浄化槽等の各種処理施設の中から、地理的・社会的条件に応じて最適なものを選択すること（処理区の統廃合を
含む。）、③施設の統廃合（処理区の統廃合を伴わない。）を指す。

業 務 用 使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

一般家庭用使用料体系と同様

そ の 他 の 使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

一般家庭用使用料体系と同様

条 例 上 の 使 用 料
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）

平成28年度

実 質 的 な 使 用 料
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）

平成28年度

平成29年度 平成29年度

平成30年度 平成30年度



③ 組　織

（２） 民 間 活 力 の 活 用 等

（３） 経営比較分析表を活用した現状分析

職 員 数

 イ　土地・施設等利用
　　　（未利用土地・施設の活用等）

該当なし

事 業 運 営 組 織 上下水道課　課長(1名)、工務チーム(2名)、管理チーム(3名)

6名

*4　「エネルギー利用」とは、下水汚泥･下水熱等、下水道事業の実施に伴い生じる資源(資産を含む)を用いた収入増につながる取組を指す。
*5　「土地・施設等利用」とは、土地･建物等、下水道事業の実施に不可欠な資産を用いた、収入増につながる取組を指す（単純な売却は除く）。

民 間 活 用 の 状 況

 ア　民間委託
　　　（包括的民間委託を含む）

管路、マンホールポンプの維持管理（TVカメラ調査等）
下水道料金に関する業務（水道事業と合わせて実施）

 イ　指定管理者制度 該当なし

 ウ　ＰＰＰ・ＰＦＩ 該当なし

資 産 活 用 の 状 況

 ア　エネルギー利用
　　　（下水熱・下水汚泥・発電等）

該当なし

※直近の経営比較分析表（「公営企業に係る「経営比較分析表」の策定及び公表について）（公営企業三課室長通知）」による経営比較分析表）を添付すること。

特になし



２．経営の基本方針

３．投資・財政計画（収支計画）

（１）

※ 赤字がある場合には（３）において、その解消方法が示されていることが必要

① 収支計画のうち投資についての説明

②　収支計画のうち財源についての説明

③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

（１）使用料収入の見通し、使用料の見直しに関する事項
  使用料の実績は平成30年度で283,298（千円）、今後の見通しは令和3年度303,833(千円)、令和5年度318,864(千円)、令和10年度362,178(千円) 税込み　となり、
面整備を進めることで処理区域内人口、水洗化人口が増加し使用料収入は増加するものと予測する。

収支計画の策定に当たって反映した取組
　　投資の目標に関する事項（建設改良費は、汚水処理施設整備構想（アクションプラン）に基づく面整費、ストックマネジメント計画に基づく管渠等の更新費などを
見込み、最大500百万円/年で可能な限り平準化を行った。)

使用料収入の見通し、使用料の見直しに関する事項
　将来人口は国立社会保障・人口問題研究所の予測値に基づき、実績の水洗化のスピード、1人当たりの水道使用量の実績を反映し、使用料収入の予測を行っ
た。

繰入金に関する事項
　他会計補助金は、平成30年度580百万円から令和3年度550百万円と段階的に削減し収支計画を策定した。

特になし

（１）事業の選択と集中
　緊急性の高い施策の絞り込みを行い、必要性の高い施策から取り組むことで事業の効率化を図ると共に、コスト改善の取組みを継続し、事業費の縮減を図る。
また、未普及解消対策、長寿命化対策、地震対策等を計画的に推進する。
（２）財源の確保
　下水道使用料による収入確保に努め、公営企業経営の基本原則である独立採算制による経営を目指す。また、国庫補助金、企業債の発行等収入の確保に努
め、建設時の費用負担の平準化を図る。

投資・財政計画（収支計画） ： 別　紙　の　と　お　り

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明



（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　今後の投資についての考え方・検討状況
*　処理区ごとに考え方が異なる場合は、処理区ごとに記載すること

②　今後の財源についての考え方・検討状況

③　投資以外の経費についての考え方・検討状況

４． 経営戦略の事後検証、更新等に関する事項

特になし

投資の平準化に関する事項
今後は管路施設の改築・更新需要に備え、「ストックマネジメント計画」に基づき、適正な維持管理・点
検方法の確立と、優先度を反映した改築スケジュールにより、投資の平準化を図る。

民間活力の活用に関する事項
（PPP/PFIなど）

管路施設の維持管理・点検業務において、「包括的民間委託」の導入について検討する。

広域化・共同化・最適化に関する事項 特になし

その他の取組 特になし

使用料の見直しに関する事項 今後の改築需要を考慮し、適正な使用料について検討する。

資産活用による収入増加
の取組について

流域関連公共下水道であり、管路施設を活用した取り組みがあれば検討を行う。

その他の取組 特になし

民間活力の活用に関する事項
（包括的民間委託等の民間委託、指定管理者制

度、PPP/PFIなど）
管路施設の維持管理・点検業務において「包括的民間委託」の導入について検討を行う。

職員給与費に関する事項 職員の専門的知識の向上を図り、事務効率を向上させ人件費の削減に努める。

動力費に関する事項 特になし

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
更 新 等 に 関 す る 事 項

事業の進捗（モニタリング）を毎年度行うとともに、3～5年の期間で見直し（ローリング）を行い軌道修正を図る。

薬品費に関する事項

修繕費に関する事項
ストックマネジメント計画に基づき、効果的な維持管理・点検を実施し「事後保全」による修繕費用の掛
かり増しを極力なくし、「時間経過保全」や「状態監視保全」によるリスクの未然防止化を図り、事後保全
費用の低減を図る。

委託費に関する事項
改正下水道法に伴う定期的な管路の維持管理・点検実施の義務化に基づき、維持管理業務費の増加
も考えられる。今後は、従前の調査・設計費用等も含め、適正な発注仕様を精査し、プロポーザル方式
や総合評価方式などの調達方法等についても検討する。

その他の取組 特になし



様式第2号（法適用企業・収益的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）

年　　　　　　度 前々年度 前年度

区　　　　　　分 （ 決 算 ） （ 決 算 ）

１． (A) 272,825 284,159 287,023 296,309 303,833 311,843 318,864 327,166 336,329 345,207 353,775 362,178
(1) 272,785 283,298 287,023 296,309 303,833 311,843 318,864 327,166 336,329 345,207 353,775 362,178
(2) (B) 780
(3) 40 81

２． 141,985 475,222 463,000 468,294 470,135 472,715 482,380 494,294 495,416 506,252 507,504 508,141
(1) 141,154 290,000 280,000 280,000 280,000 280,000 290,000 300,000 300,000 310,000 310,000 310,000

141,154 290,000 280,000 280,000 280,000 280,000 290,000 300,000 300,000 310,000 310,000 310,000

(2) 185,219 183,000 188,294 190,135 192,715 192,380 194,294 195,416 196,252 197,504 198,141
(3) 831 3

(C) 414,810 759,381 750,023 764,603 773,968 784,558 801,244 821,460 831,745 851,459 861,279 870,319
１． 346,092 666,567 681,305 672,028 688,492 707,051 740,041 739,846 758,496 775,881 790,598 808,546
(1) 11,403 19,291 19,593 19,593 19,593 19,593 19,593 19,593 19,593 19,593 19,593 19,593

11,403 6,661 19,593 19,593 19,593 19,593 19,593 19,593 19,593 19,593 19,593 19,593

12,630
(2) 334,689 321,198 316,712 315,916 323,598 331,777 353,945 347,423 356,778 365,845 374,593 383,173

2,455 3,360 3,360 3,360 3,360 3,360 3,360 3,360 3,360 3,360 3,360
15,890 18,675 15,000

334,689 302,853 294,677 312,556 320,238 328,417 335,585 344,063 353,418 362,485 371,233 379,813
(3) 326,078 345,000 336,519 345,300 355,681 366,503 372,830 382,124 390,443 396,412 405,780

２． 61,299 83,859 64,298 60,536 57,829 55,635 53,355 53,799 54,874 56,252 58,159 60,336
(1) 61,299 69,362 64,298 60,536 57,829 55,635 53,355 53,799 54,874 56,252 58,159 60,336
(2) 14,497

(D) 407,391 750,426 745,603 732,564 746,321 762,686 793,396 793,645 813,370 832,133 848,757 868,882
(E) 7,419 8,955 4,420 32,039 27,648 21,872 7,847 27,815 18,375 19,327 12,522 1,437
(F) 35
(G) 1,039
(H) △ 1,004

7,419 7,951 4,420 32,039 27,648 21,872 7,847 27,815 18,375 19,327 12,522 1,437
(I)
(J)

(K)

( I )
(A)-(B)

(L)

(M) 272,825 283,379 287,023 296,309 303,833 311,843 318,864 327,166 336,329 345,207 353,775 362,178

(N)

(O)

(P)

健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る
解 消 可 能 資 金 不 足 額

健 全 化 法 施 行 令 第 17 条 に よ り 算 定 し た
事 業 の 規 模

健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（N）/（P）×100)

地方財政法施行令第15条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (A)-(B)
地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

(（L）/（M）×100)

健 全 化 法 施 行 令 第 16 条 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額

う ち 建 設 改 良 費 分
う ち 一 時 借 入 金
う ち 未 払 金

累 積 欠 損 金 比 率 （ ×100 ）

流 動 負 債

支 出 計
経 常 損 益 (C)-(D)

特 別 利 益
特 別 損 失
特 別 損 益 (F)-(G)

収

益

的

収

支

当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ） (E)+(H)
繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金
流 動 資 産

う ち 未 収 金

収

益

的

収

入

材 料 費

収

益

的

支

出

営 業 費 用
職 員 給 与 費

基 本 給
退 職 給 付 費
そ の 他

経 費
動 力 費
修 繕 費

支 払 利 息

補 助 金
他 会 計 補 助 金
そ の 他 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

そ の 他

収 入 計
そ の 他

そ の 他
減 価 償 却 費

営 業 外 費 用

令和2年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

営 業 外 収 益

料 金 収 入
受 託 工 事 収 益
そ の 他

令和元年度

営 業 収 益



様式第2号（法適用企業・資本的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円）
年　　　　　度 前々年度 前年度

区　　　　　分 （ 決 算 ） （ 決 算 ）

１． 100,000 110,000 192,269 259,447 272,121 231,842 175,188 258,430 263,490 262,898 272,797 277,937

２．

３． 358,846 290,000 290,000 280,000 270,000 270,000 260,000 250,000 250,000 240,000 240,000 240,000

４．

５．

６． 49,000 70,000 121,410 151,432 171,480 153,297 105,411 169,443 180,835 174,900 194,445 193,823

７．

８． 17,566 6,706 7,595 19,530 20,615 18,445 11,935 21,700 19,530 19,530 18,445 18,445

９．

(A) 525,412 476,706 611,274 710,409 734,216 673,584 552,534 699,573 713,855 697,328 725,687 730,205

(B)

(C) 525,412 476,706 611,274 710,409 734,216 673,584 552,534 699,573 713,855 697,328 725,687 730,205

１． 218,393 259,715 330,189 432,504 466,949 405,410 295,368 450,392 467,709 460,840 491,833 496,589

29,774 17,565

２． 208,155 271,290 268,160 262,788 246,411 230,117 206,875 200,023 192,030 193,262 176,212 171,958

３．

４．

５．

(D) 426,548 531,005 598,349 695,292 713,360 635,527 502,243 650,415 659,739 654,102 668,045 668,547

(E) △ 98,864 54,299 △ 12,925 △ 15,117 △ 20,856 △ 38,057 △ 50,291 △ 49,158 △ 54,116 △ 43,226 △ 57,642 △ 61,658

１． 94,299

２．

３．

４．

(F) 94,299

△ 98,864 △ 40,000 △ 12,925 △ 15,117 △ 20,856 △ 38,057 △ 50,291 △ 49,158 △ 54,116 △ 43,226 △ 57,642 △ 61,658

(G)

(H)

○他会計補助金 （単位：千円）
年　　　　　度 前々年度 前年度

区　　　　　分 （ 決 算 ） （ 決 算 ）

141,154 290,000 280,000 280,000 280,000 280,000 290,000 300,000 300,000 310,000 310,000 310,000

358,846 290,000 290,000 280,000 270,000 270,000 260,000 250,000 250,000 240,000 240,000 240,000

500,000 580,000 570,000 560,000 550,000 550,000 550,000 550,000 550,000 550,000 550,000 550,000

令和10年度

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度令和2年度令和元年度

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

令和9年度

資

本

的

収

支

補 塡 財 源 不 足 額 (E)-(F)

他 会 計 借 入 金 残 高

企 業 債 残 高

資本的収入額が資本的支出額に
不足する額     　　    (D)-(C)

補

塡

財

源

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

計

(A)のうち翌年度へ繰り越さ
れる支出の財源充当額

純 計 (A)-(B)

資

本

的

支

出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

企 業 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 返 還 金

他 会 計 へ の 支 出 金

資

本

的

収

入

そ の 他

計

他 会 計 借 入 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

固 定 資 産 売 却 代 金

工 事 負 担 金

計

そ の 他

令和7年度 令和8年度 令和9年度

他 会 計 負 担 金

令和10年度

企 業 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 出 資 金

他 会 計 補 助 金

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度


